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平成 28 年 9 月 16 日 493,465,370 円（203,485,938 円） 
平成 28 年 11 月 15 日 635,431,762 円（493,465,370 円） 
平成 28 年 12 月 21 日 845,422,944 円（635,431,762 円） 
平成 29 年 3 月 11 日 100,000,000 円（845,422,944 円） 
平成 29 年 7 月 14 日 349,991,362 円（100,000,000 円） 
平成 29 年 10 月 27 日 740,232,862 円（349,991,362 円） 
平成 31 年 3 月 22 日 100,000,000 円（740,232,862 円） 

 
（２）会社の意思決定機構 

・株主総会 
株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合のほか、出席した議決権を行使することができる株

主の議決権の過半数をもって行います。また、通常の株主総会に加えて、議案により、種類株主総会（普通株

主総会、A 種株主総会、B 種株主総会、C 種優先株式、D 種株主総会、E 種株主総会、X 種株式総会、共同株

主総会）においても決議が必要とされる場合があります。 

・取締役会 
当社業務執行の最高機関としての取締役会は、3 名以上の株主総会において選出された取締役で構成されます。

取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、出席取締役の過半数をもって行いま

す。 
取締役の任期は、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで

とします。任期満了前に退任した取締役の補欠として選任された、又は増員により選任された取締役の任期は、

前任者又は他の在任取締役の任期の残存期間と同一とします。 

 
（３）運用の意思決定プロセス 

 
運用の意思決定プロセスは以下のとおりです。 

 
 ＜運用業務・責任内容＞ 

○代表取締役社長 
・適切な運用体制の確保及び監督 

 
○投資政策委員会 
・資産運用の基本方針ならびにアセット・アロケーションの検討・決定 
・運用成果の分析 
・投資リスク管理および法令遵守状況の管理 

 
○資産運用部 
・投資政策委員会の決定した運用方針ならびにアセット・アロケーションに従ったポートフォリオ運用を実行す

ること 
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・ポートフォリオ運用に必要なマクロ・ミクロの調査 
・ポートフォリオリスクのモニタリング 
・ガイドラインを遵守した運用 

 
○業務部 

・投資信託財産毎の日々の基準価額の算出とそれに伴うデータの管理及びバックオフィス業務全般を行い、その

保有資産の内容を資産運用部に提供する 

 
２【事業の内容及び営業の概況】 
投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行なうとともに金

融商品取引法に定める投資運用業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委託された資産の運用

を行なっています。また、その他、金融商品取引法に定める以下の業務を行なっています。 
・投資助言・代理業 
・第一種金融商品取引業（金融商品取引法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に関する業務および有価証券等管

理業務） 

 
委託者の運用する証券投資信託は平成 31 年 3 月 31 日現在次の通りです（ただし、親投資信託を除きます）。 

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 6 2,890 
単位型株式投資信託 0 0 

追加型公社債投資信託 0 0 
単位型公社債投資信託 0 0 

合計 6 2,890 
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３【委託会社等の経理状況】 

１． 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59
号。）並びに同規則第 2 条の規定に基づき、当社の主たる事業である投資運用業を営む会社の財務諸表

に適用される「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令第 52 号。）により

作成しております。 

 

２． 当社は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づき、第 5 期事業年度（平成 29 年 4 月１日

から平成 30 年 3 月 31 日まで）及び第 6 期事業年度（平成 30 年４月１日から平成 31 年 3 月 31 日ま

で）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。 
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独立監査人の監査報告書 
 

令和元年 6 月 28 日 

株式会社お金のデザイン 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 貞 廣  篤 典 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 松 田  好 弘 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」

に掲げられている株式会社お金のデザインの平成30年4月1日から平成31年3月31日までの第6期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行っ

た。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社お金のデザインの平成31年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

                                                   

（注記）監査報告書は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 



6 

 

（１）貸借対照表 

      （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

    （平成 30 年 3 月 31 日現在） （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

資産の部    

流動資産    

現金・預金  1,499,269 4,062,067 

預け金  695,269 849,329 

売掛金  21,600 3,002 

預託金  600,010 1,800,010 

短期貸付金 ※1 ―  50,000 

未払還付法人税等  ―  10,402 

未収消費税等  60,103 112,448 

その他流動資産 ※1 53,003 78,634 

流動資産計   2,929,255 6,965,894 

固定資産    

有形固定資産    

建物附属設備  30,232 30,690 

器具・備品  36,048 39,897 

減価償却累計額   △ 24,572 △ 35,759 

有形固定資産計   41,707 34,829 

無形固定資産    

ソフトウェア   81,613 143,377 

ソフトウェア仮勘定  95,040 288,746 

その他無形固定資産  ―  1,162 

無形固定資産計   176,653 433,286 

投資その他の資産    

投資有価証券  21,940 20,365 

関係会社株式  207,000 2,000 

長期差入保証金  4,016 4,016 

長期前払費用  29,309 6,600 

敷金   28,348 26,995 

投資その他の資産合計   290,614 59,976 

固定資産計   508,975 528,092 

資産合計   3,438,231 7,493,986 
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      （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

    （平成 30 年 3 月 31 日現在） （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

負債の部    

流動負債    

預り金  328,739 545,972 

短期借入金  500,000 ― 

前受金  24,140 34,336 

未払金  81,615 417,469 

未払法人税等  30,763 ― 

その他流動負債  8,448 6,943 

流動負債計   973,708 1,004,722 

固定負債    

長期借入金  ―  400,000 

繰延税金負債  ―  58 

固定負債計  ―  400,058 

負債合計   973,708 1,404,781 

純資産の部    

株主資本    

資本金  740,232 100,000 

資本剰余金    

資本準備金  5,683,729 12,023,924 

資本剰余金合計   5,683,729 12,023,924 

利益剰余金    

 その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  △3,959,077 △6,034,852 

利益剰余金合計   △3,959,077 △6,034,852 

株主資本合計   2,464,884 6,089,071 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金   △361 133 

評価・換算差額等合計   △361 133 

純資産合計   2,464,523 6,089,205 

負債純資産合計   3,438,231 7,493,986 
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（２）損益計算書 

      （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

    
（自 平成 29 年 4 月 1 日 

 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

（自 平成 30 年 4 月１日 

 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

営業収益    

運用受託報酬  118,115 239,579 

その他営業収益    

コンサルティング収入  24,600 21,000 

その他  980 19,317 

営業収益計   143,696 279,897 

営業費用    

支払手数料  48,218 166,581 

広告宣伝費  320,624 656,448 

調査費  127,331 155,774 

販売促進費  ―  18,480 

委託計算費  32,298 34,824 

営業雑経費  32,055 31,844 

通信費  15,373 26,962 

諸会費  4,681 4,881 

その他  12,000 ― 

営業費用計   560,529 1,063,954 

一般管理費    

給料  300,894 396,495 

役員報酬  17,203 34,754 

給料手当  283,691 361,740 

法定福利費  42,528 51,388 

福利厚生費  23,590 18,091 

採用教育費  11,182 39,052 

業務委託費  240,118 357,327 

交際費  1,198 2,261 

消耗品費  4,684 13,271 

旅費交通費  10,837 15,515 

不動産賃借料  32,325 39,645 

減価償却費  27,630 52,634 

租税公課  33,214 22,279 

寄付金  20,140 18,250 

諸経費  5,482 10,083 

一般管理費計   753,827 1,036,295 

営業損失（△）   △ 1,170,660 △ 1,820,352 
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営業外収益    

受取利息 ※2 587 1,132 

受取賃貸料  1,830 1,830 

投資有価証券売却益  879 935 

雑収入 ※2 787 4,411 

営業外収益計   4,084 8,310 

営業外費用      

支払利息   198 4,930 

為替差損   6,365 12,444 

資金調達費用  ―  51,050 

雑損失   118 1,544 

営業外費用計   6,681 69,968 

経常損失（△）   △1,173,257 △ 1,882,011 

特別損失    

 固定資産除却損   9,000 ―  

 抱合せ株式消滅差損   66,945 ―  

 子会社株式評価損  1,358,281 189,963 

 特別損失計  1,434,226 189,963 

税引前当期純損失（△）   △ 2,607,483 △2,071,974 

法人税、住民税及び事業税  3,800 3,800 

当期純損失（△）   △ 2,611,283 △ 2,075,774 
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（３）株主資本等変動計算書 

 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） （単位：千円） 
  株主資本 

株主資本 

合計  資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資

本剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他利益剰

余金 利益剰余金 

合計 繰越利益剰余

金 

当期首残高 100,000 3,253,818 ―  3,253,818 △1,320,142 △1,320,142 2,033,676 
当期変動額        

新株の発行 640,232 640,194  640,194   1,280,426 
株式交換による変動額  1,563,281  1,563,281   1,563,281 
合併による変動額  226,435 △27,651 198,783   198,783 
当期純損失（△）     △2,611,283 △2,611,283 △2,611,283 
利益剰余金から資本剰

余金への振替 
  27,651 27,651 △27,651 △27,651 ―  

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
       

当期変動額合計 640,232 2,429,910 ―  2,429,910 △2,638,935 △2,638,935 431,207 
当期末残高 740,232 5,683,729 ―  5,683,729 △3,959,077 △3,959,077 2,464,884 
        

 評価・換算差額等 純資産合

計 
 

 
その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・ 換 算

差額等合計 

当期首残高 191 191 2,033,868  

当期変動額     

 新株の発行   1,280,426  

株式交換による変動額   1,563,281  

合併による変動額   198,783  

 当期純損失（△）   △2,611,283  
利益剰余金から資本剰余

金への振替   ―   

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△553 △553 △553  

当期変動額合計 △553 △553 430,654  

当期末残高 △361 △361 2,464,523  
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当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） （単位：千円） 
  株主資本 

株主資本 

合計  資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他利益剰

余金 利益剰余金 

合計 繰越利益剰余

金 

当期首残高 740,232 5,683,729 ―  5,683,729 △3,959,077 △3,959,077 2,464,884 
当期変動額        

新株の発行 2,849,981 2,849,981 ―  2,849,981 ―  ―  5,699,962 
減資 △3,490,214 3,490,214 ―  3,490,214 ―  ―  ―  
当期純損失（△） ―  ―  ―  ―  △2,075,774 △2,075,774 △2,075,774 
株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） ―  ―  ―  ―     

当期変動額合計 △640,232 6,340,195  6,340,195 △2,075,774 △2,075,774 3,624,187 
当期末残高 100,000 12,023,924 ―  12,023,924 △6,034,852 △6,034,852 6,089,071 
        

 評価・換算差額等 
純資産合計  

 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算差額

等合計 

当期首残高 △361 △361 2,464,523  

当期変動額     

 新株の発行 ―  ―  5,699,962  

減資 ―  ―  ―   

 当期純損失（△） ―  ―  △2,075,774  
株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
494 494 494  

当期変動額合計 494 494 3,624,682  

当期末残高 133 133 6,089,205  
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注記事項 

（重要な会計方針） 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1） 関係会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

（2） その他有価証券 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は先入先出法により算出しております。）を採用しております。 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産の減価償却方法については、定率法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物附属設備 8～15 年 

器具・備品   4～15 年 

 

（２） 無形固定資産の減価償却方法については、定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定

額法によっております。 

 

３． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

４． その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表関係） 

 ※1 関係会社に対する資産及び負債 

 前事業年度 

（平成 30 年 3月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

短期貸付金 ―  50,000 

その他流動資産 266 829 

 

（損益計算書関係） 

※2 関係会社に対する営業外収益 

 前事業年度 

（自 平成 29 年 4 月 1 日 

 至 平成 30年 3月 31日） 

当事業年度 

（自 平成 30 年 4 月１日 

 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

受取利息 ―  503 

業務受託料 ―  1,230 
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（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式に関する事項 

発行の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 201,500 ―  ―  201,500 

A 種優先株式(株) 75,125 ―  ―  75,125 

B 種優先株式(株) 154,691 ―  ―  154,691 

C 種優先株式(株) 81,456 ―  ―  81,456 

D 種優先株式(株) ―  74,972 ―  74,972 

X 種優先株式(株) ―  84,283 ―  84,283 

合計(株) 512,772 159,255 ―  672,027 

（変動事由の概要） 

D 種優先株式の発行による増資     74,972 株 

株式交換に伴う X 種優先株式の発行 84,283 株 

 

２．新株予約権に関する事項 

内訳 

目的とな

る株式の

種類 

目的となる株式数（株） 当事業年

度末残高 

（千円） 

当事業年

度期首 
増加 減少 

当事業年

度末 

ストック・オプションとし

ての新株予約権 
普通株式 48,960 2,350 21,992 29,318 ―  

合計 48,960 2,350 21,992 29,318 ―  

（注）当社は未公開企業のため、付与時における単位当たりの本源的価値は 0 円であり、当事業年度

末残高はありません。 

 

（変動事由の概要） 

第 2 回新株予約権の失効による減少    14,000 株 

第 4 回新株予約権の失効による減少      346 株 

第 6 回新株予約権の失効による減少    3,646 株 

第 8 回新株予約権の失効による減少    4,000 株 

第 14 回新株予約権の発行による増加   450 株 

第 15 回新株予約権の発行による増加   400 株 

第 16 回新株予約権の発行による増加   700 株 

第 17 回新株予約権の発行による増加   500 株 

第 18 回新株予約権の発行による増加   300 株 

 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式に関する事項 

発行の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 201,500 ―  ―  201,500 

A 種優先株式(株) 75,125 ―  ―  75,125 

B 種優先株式(株) 154,691 ―  ―  154,691 

C 種優先株式(株) 81,456 ―  ―  81,456 

D 種優先株式(株) 74,972 ―  ―  74,972 

E 種優先株式(株) ―  191,531 ―  191,531 

X 種優先株式(株) 84,283 ―  ―  84,283 

合計(株) 672,027 191,531 ―  863,558 

（変動事由の概要） 

E 種優先株式の発行による増資  191,531 株 

 

２．新株予約権に関する事項 

内訳 

目的とな

る株式の

種類 

目的となる株式数（株） 当事業年

度末残高 

（千円） 

当事業年

度期首 
増加 減少 

当事業年

度末 

新株予約権 普通株式 ―  3,000 ―  3,000 ―  

ストック・オプションとし

ての新株予約権 
普通株式 29,318 20,900 6,242 43,976 ―  

合計 29,318 23,900 6,242 46,976 ―  

（注）当社は未公開企業のため、付与時における単位当たりの本源的価値は 0 円であり、当事業年度

末残高はありません。 

 

（変動事由の概要） 

第 10 回新株予約権の失効による減少       692 株 

第 11 回新株予約権の失効による減少      350 株 

第 12 回新株予約権の失効による減少      200 株 

第 14 回新株予約権の失効による減少      200 株 

第 15 回新株予約権の失効による減少    100 株 

第 16 回新株予約権の失効による減少    200 株 

第 17 回新株予約権の失効による減少    500 株 

第 19 回新株予約権の発行による増加  3,000 株 

第 20 回新株予約権の発行による増加    500 株 

第 20 回新株予約権の失効による減少          500 株 

第 21 回新株予約権の発行による増加       19,400 株 

第 21 回新株予約権の失効による減少        3,500 株 

第 22 回新株予約権の発行による増加        1,000 株 
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３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、投資運用業、投資助言・代理業及び第一種金融商品取引業を行っております。余裕資金は

安全で流動性の高い金融商品で運用し、社債の発行はありません。また、短期的な運転資金を銀行借

入により調達しております 

安全性の高い銀行預金及び証券会社への預け金の他に、海外 ETF にて国際分散投資を行っており

ます。 

その他、金融商品取引法の規定に基づき、顧客からの預り金等について自己財産と分別して管理

し、顧客分別金信託として信託しております。 
 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

投資有価証券は、主として海外 ETF で構成されており、価格変動リスク及び為替変動リスクに晒

されております。 
預託金は、顧客分別金信託であります。顧客分別金信託は、金融商品取引法の規定に基づき顧客から預

託を受けた金銭を信託しているものであり、信託法により信託財産の独立性が確保されております。 

未払金は、その大半は投資運用業、投資助言・代理業及び第一種金融商品取引業にかかる業務委託

費用等であります。 

これらの債務は、すべて 1 年以内の債務であります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、社内規定に従って取引先を選定し、担当部門で取引先の状況を定期的にモニタリング

し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、投資有価証券を除いて、資金決済のほとんどを自国通貨で行っているため、為替の変

動リスクは極めて限定的であります。 

投資有価証券については、その残高及び損益状況等を定期的に投資政策委員会に報告しており

ます。 

また、デリバティブ取引についても行っておりません。 

 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いが実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、社内規定に従って手元流動性を維持

することにより、流動性リスクを管理しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）を参照ください。）。 

 

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 
計 上 額 

時価 差額 

資産    

(1) 現金・預金 1,499,269 1,499,269 ― 
(2) 預け金 695,269 695,269 ― 
(3) 売掛金 21,600 21,600 ― 
(4) 預託金 600,010 600,010 ― 
(5) 短期貸付金 ― ― ― 
(6) 未収還付法人税等 ― ― ― 
(7) 未収消費税等 60,103 60,103 ― 
(8) 投資有価証券 21,940 21,940 ― 

資産計 2,898,192 2,898,192 ― 
負債    
    
(1)  預り金 328,739 328,739 ― 
(2)  短期借入金 500,000 500,000 ― 
(3) 未払金 81,615 81,615 ― 
(4) 長期借入金 ― ― ― 

負債計 910,355 910,355 ― 

 

当事業年度（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 
計 上 額 

時価 差額 

資産    

(1) 現金・預金 4,062,067 4,062,067 ― 
(2) 預け金 849,329 849,329 ― 
(3) 売掛金 3,002 3,002 ― 
(4) 預託金 1,800,010 1,800,010 ― 
(5) 短期貸付金 50,000 50,000 ― 
(6) 未収還付法人税等 10,402 10,402 ― 
(7) 未収消費税等 112,448 112,448 ― 
(8) 投資有価証券 20,365 20,365 ― 

資産計 6,907,625 6,907,625 ― 
負債    
    
(1)  預り金 545,972 545,972 ― 
(2)  短期借入金 ― ― ― 
(3) 未払金 417,469 417,469 ― 
(4) 長期借入金 400,000 400,180 △180 

負債計 1,393,442 1,393,622 △180 
 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 
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資 産 

 (1)現金・預金、(2) 預け金、(3)売掛金、(4)預託金、(5)短期貸付金、 

(6)未収還付法人税等及び(7)未収消費税等 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

 (8)投資有価証券 

上場投資信託については、取引所の価格によっております。また、その他の投資信託について

は、公表されている基準価額によっております。 

 

負 債 

(1)預り金、(2)短期借入金及び(3)未払金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(4)長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

   （単位：千円） 

区分 
前事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日) 
当事業年度 

(平成 31 年 3 月 31 日) 

① 関係会社株式 207,000 2,000 

② 長期差入保証金 4,016 4,016 

③ 敷金 28,348 26,995 

合計 239,364 33,011 

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりま

せん。 

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算後の償還予定額 

 

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

 （単位：千円） 

 1 年以内 
1 年超 

5 年以内 
5 年超 

10 年以内 
10 年超 

現金・預金 1,499,269 ― ― ― 

預け金 695,269 ― ― ― 

売掛金 21,600 ― ― ― 

預託金 600,010 ― ― ― 

未収消費税等 60,103 ― ― ― 

合計 2,876,251 ― ― ― 

（注）満期のある有価証券は保有しておりません。 
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当事業年度(平成 31 年 3 月 31 日現在) 

 （単位：千円） 

 1 年以内 
1 年超 

5 年以内 
5 年超 

10 年以内 
10 年超 

現金・預金 4,062,067 ― ― ― 

預け金 849,329 ― ― ― 

売掛金 3,002 ― ― ― 

預託金 1,800,010 ― ― ― 

短期貸付金 50,000 ― ― ― 

未収還付法人税等 10,402 ― ― ― 

未収消費税等 112,448 ― ― ― 

合計 6,887,259 ― ― ― 

（注）満期のある有価証券は保有しておりません。 

 

 

(注４) 長期借入金の決算日後の返済予定額 

 

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 
2 年超 

3 年以内 
3 年超 

4 年以内 
4 年超 

5 年以内 5 年超 

長期借入金 ― 400,000 ― ― ― ― 

合計 ― 400,000 ― ― ― ― 
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（有価証券関係） 

１． 子会社株式 

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

 関係会社株式（貸借対照表計上額 207,000 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。 

 

当事業年度(平成 31 年 3 月 31 日現在) 

 関係会社株式（貸借対照表計上額 2,000 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。 

 

２．その他有価証券 

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

区分 種類 取 得 原 価 
貸借対照表 

計 上 額 
差額 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
その他 6,580 7,163 582 

小計 6,580 7,163 582 
貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
その他 15,716 14,777 △938 

小計 15,716 14,777 △938 
合計 22,296 21,940 △355 

 

当事業年度(平成 31 年 3 月 31 日現在) 

（単位：千円） 

区分 種類 取 得 原 価 
貸借対照表 

計 上 額 
差額 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
その他 10,349 10,949 599 

小計 10,349 10,949 599 
貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
その他 9,823 9,416 △407 

小計 9,823 9,416 △407 
合計 20,173 20,365 192 

 

３．減損処理を行った有価証券 

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式について、1,358,281千円の減損処理を行っております。なお、減損処理に当たっては、

株式の実質価額の回収可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 

当事業年度（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式について、189,963 千円の減損処理を行っております。なお、減損処理に当たっては、

株式の実質価額の回収可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 
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４．売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  第 1 回ストック・オ

プション 

第 3 回ストック・オ

プション 

第 4 回ストック・オ

プション 

第 5 回ストック・オ

プション 

付与対象者の区

分及び人数 

当社従業員 1 名 当社従業員 2 名 当社顧問 1 名 当社従業員 4 名 

株式の種類別の

ストック・オプ

ションの数 

普通株式 6,000 株 

（注）１ 

普通株式 10,000 株 

（注）１ 

普通株式 692 株 

（注）１ 

普通株式 13,284 株 

（注）１ 

付与日 平成 25 年 12 月 1 日 平成 27 年 2 月 27 日 平成 27 年 3 月 31 日 平成 27 年 7 月 29 日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２ （注）２ 

対象勤務期間 対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

権利行使期間 自平成 27 年 12 月 2日 

至令和 5 年 12 月 1 日 

自平成 29 年 2月 28 日 

至令和 7 年 2 月 27 日 

自平成 29 年 4 月 1 日 

至令和 7 年 3 月 31 日 

自平成 29 年 7月 30 日 

至令和 7 年 7 月 29 日 

 

  第 6 回ストック・オ

プション 

第 7 回ストック・オ

プション 

第 10 回ストック・

オプション 

第 11 回ストック・

オプション 

付与対象者の区

分及び人数 

当社従業員 3 名 当社従業員 2 名 当社従業員 1 名 当社従業員 1 名 

株式の種類別の

ストック・オプ

ションの数 

普通株式 3,992 株 

（注）１ 

普通株式 4,000 株 

（注）１ 

普通株式 692 株 

（注）１ 

普通株式 350 株 

（注）１ 

付与日 平成 27 年 11 月 5 日 平成 28 年 3 月 10 日 平成 28 年 9 月 14 日 平成 28 年 9 月 14 日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２ （注）２ 

対象勤務期間 対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

権利行使期間 自平成 29 年 11 月 5 日 

至令和 7 年 11 月 5 日 

自平成 28 年 3月 10 日 

至令和 8 年 3 月 10 日 

自平成 28 年 9月 14 日 

至令和 8 年 9 月 13 日 

自平成 28 年 9月 14 日 

至令和 8 年 9 月 13 日 

  

  第 12 回ストック・オ

プション 

第 13 回ストック・

オプション 

第 14 回ストック・

オプション 

第 15 回ストック・

オプション 

付与対象者の

区分及び人数 

当社従業員 1 名 当社従業員 1 名 当社従業員 3 名 当社従業員 3 名 

株式の種類別

のストック・

オプションの

数 

普通株式 200 株 

（注）１ 

普通株式 150 株 

（注）１ 

普通株式 450 株 

（注）１ 

普通株式 400 株 

（注）１ 

付与日 平成 28 年 10 月 12 日 平成 29 年 2 月 9 日 平成 29 年 4 月 12 日 平成 29 年 5 月 15 日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２ （注）２ 

対象勤務期間 対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

権利行使期間 自平成 28 年 10 月 12 日 

至令和 8 年 10 月 11 日 

自平成 29 年 2 月 9 日 

至令和 9 年 2 月 8 日 
自平成 29 年 4月 12 日 

至令和 9 年 4 月 11 日 
自平成 29 年 5月 15 日 

至令和 9 年 5 月 14 日 
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  第 16 回ストック・

オプション 

第 17 回ストック・オ

プション 

第 18 回ストック・

オプション 

第 20 回ストック・

オプション 

付与対象者の区

分及び人数 

当社従業員 2 名 当社従業員 1 名 当社従業員 1 名 当社従業員 1 名 

株式の種類別の

ストック・オプ

ションの数 

普通株式 700 株 

（注）１ 

普通株式 500 株 

（注）１ 

普通株式 300 株 

（注）１ 

普通株式 500 株 

（注）１ 

付与日 平成 29 年 8 月 23 日 平成 29 年 12 月 13 日 平成 30 年 3 月 14 日 平成 30 年 7 月 1 日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２ （注）２ 

対象勤務期間 対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

権利行使期間 自平成 29 年 8月 23 日 

至令和 9 年 8 月 22 日 
自平成 29 年 12 月 13 日 

至令和 9 年 12 月 12 日 
自平成 30 年 3 月 14 日 

至令和 10 年 3 月 13 日 
自平成 30 年 7 月 1 日 

至令和 10 年 6 月 30 日 

 

  第 21 回ストック・オ

プション 

第 22 回ストック・オ

プション 

付与対象者の区

分及び人数 

当社従業員 41 名 当社従業員 2 名 

株式の種類別の

ストック・オプ

ションの数 

普通株式 19,400 株 

（注）１ 

普通株式 1,000 株 

（注）１ 

付与日 平成 30 年 11 月 12 日 平成 31 年 1 月 17 日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ 

対象勤務期間 対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

権利行使期間 自平成 30 年 11 月 12 日 

至令和 10 年 11 月 11 日 
自平成 31 年 1 月 17 日 

至令和 11 年 1 月 16 日 

 

（注）１.株式数に換算して記載しております。なお、平成 26 年 3 月 25 日付株式分割（1 株につき 1,000
株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

２．（1）対象者が、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員又は顧問である場合、権

利行使時においてもその地位にあることを要する。 

   （2）前号のほか、権利行使の条件については新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けた者との間で個別に締結した新株予約権割当契約に定めるところ

による。 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成 31 年 3 月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。 

 

① ストック・オプションの数 

  第 1 回ストック・

オプション（注） 

第 3 回ストック・

オプション 

第 4 回ストック・

オプション 

第 5 回ストック・

オプション 

権利確定前 （株）        

前事業年度末   6,000 10,000 346 5,884 
付与   ― ― ― ― 
失効   ― ― ― ― 
権利確定   ― ― ― ― 
未確定残   6,000 10,000 346 5,884 

権利確定後 （株）   ―     
前事業年度末   ― ― ― ― 
権利確定   ― ― ― ― 
権利行使   ― ― ― ― 
失効   ― ― ― ― 
未行使残   ― ― ― ― 

 

  第 6 回ストック・

オプション 

第 7 回ストック・

オプション 

第 10 回ストッ

ク・オプション 

第 11 回ストッ

ク・オプション 

権利確定前 （株）      

前事業年度末   346 3,000 692 350 
付与   ― ― ― ― 
失効   ― ― 692 350 
権利確定   ― ― ― ― 
未確定残   346 3,000 ― ― 

権利確定後 （株）      
前事業年度末   ― ― ― ― 
権利確定   ― ― ― ― 
権利行使   ― ― ― ― 
失効   ― ― ― ― 
未行使残   ― ― ― ― 

 

  第 12 回ストッ

ク・オプション 

第 13 回ストッ

ク・オプション 

第 14 回ストッ

ク・オプション 

第 15 回ストッ

ク・オプション 

権利確定前 （株）      

前事業年度末   200 150 450 400 
付与   － ― － ― 
失効   200 ― 200 100 
権利確定   ― ― ― ― 
未確定残   ― 150 250 300 

権利確定後 （株）      
前事業年度末   ― ― ― ― 
権利確定   ― ― ― ― 
権利行使   ― ― ― ― 
失効   ― ― ― ― 
未行使残   ― ― ― ― 
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  第 16 回ストッ

ク・オプション 

第 17 回ストッ

ク・オプション 

第 18 回ストッ

ク・オプション 

第 20 回ストッ

ク・オプション 

権利確定前 （株）         

前事業年度末   700 500 300 ― 
付与   ― ― ― 500 
失効   200 500 ― 500 
権利確定   ― ― ― ― 
未確定残   500 ― 300 ― 

権利確定後 （株）         
前事業年度末   ― ― ― ― 
権利確定   ― ― ― ― 
権利行使   ― ― ― ― 
失効   ― ― ― ― 
未行使残   ― ― ― ― 

 

  第 21 回ストッ

ク・オプション 

第 22 回ストッ

ク・オプション 

権利確定前 （株）     

前事業年度末   ― ― 
付与   19,400 1,000 
失効   3,500 ― 
権利確定   ― ― 
未確定残   15,900 1,000 

権利確定後 （株） ― ― 
前事業年度末   ― ― 
権利確定   ― ― 
権利行使   ― ― 
失効   ― ― 
未行使残   ― ― 

 

（注） 平成 26 年 3 月 25 日付株式分割（1 株につき 1,000 株の割合）による分割後の株式数に換算して

記載しております。 
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② 単価情報 

  第 1 回ストック・

オプション 

第 3 回ストック・

オプション 

第 4 回ストック・

オプション 

第 5 回ストック・

オプション 

権利行使価格 （円） 700 6,948 10,122 10,122 
行使時平均株価 （円） ― ― ― ― 
付与日における

公正な評価単価 

（円） 
― ― ― ― 

 

  第 6 回ストック・

オプション 

第 7 回ストック・

オプション 

第 10 回ストッ

ク・オプション 

第 11 回ストッ

ク・オプション 

権利行使価格 （円） 10,122 10,122 18,548 18,548 
行使時平均株価 （円） ― ― ― ― 
付与日における

公正な評価単価 

（円） 
― ― ― ― 

 

  第 12 回ストッ

ク・オプション 

第 13 回ストッ

ク・オプション 

第 14 回ストッ

ク・オプション 

第 15 回ストッ

ク・オプション 

権利行使価格 （円） 18,548 18,548 18,548 18,548 
行使時平均株価 （円） ― ― ― ― 
付与日における

公正な評価単価 
（円） 

― ― ― ― 

 
  第 16 回ストッ

ク・オプション 

第 17 回ストッ

ク・オプション 

第 18 回ストッ

ク・オプション 

第 20 回ストッ

ク・オプション 

権利行使価格 （円） 20,099 20,099 20,099 29,760 
行使時平均株価 （円） ― ― ― ― 
付与日における

公正な評価単価 

（円） 
― ― ― ― 

 

  第 21 回ストッ

ク・オプション 

第 22 回ストッ

ク・オプション 

権利行使価格 （円） 29,760 29,760 
行使時平均株価 （円） ― ― 
付与日における

公正な評価単価 

（円） 
― ― 

（注）平成 26 年 3 月 25 日付株式分割（1 株につき 1,000 株の割合）による分割後の価格に換算して記載

しております。 

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は、付与日時点において未公開企業であるため、単

位当たりの本源的価値の見積りにより算定しております。また、本源的価値を算定する基礎となる自社の

株式の評価方法は、DCF 法、修正純資産法及び類似会社比較法等により算定しております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採 

用しております。 

  

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源

的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額 
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 ①当事業年度末における本源的価値の合計額：635,093 千円 

 ②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
    （単位：千円） 

  
前事業年度 

（平成30年3月31日） 

 当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日） 

繰延税金資産    

 税務上の繰越欠損金（注） 758,701  1,347,599 
 その他有価証券評価差額金 110  ―  

  その他 29,417  18,328 

繰延税金資産小計 788,228  1,365,928 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △758,701  △1,347,599 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △29,527  △18,328 

評価性引当額 △ 788,228  △1,365,928 

繰延税金資産合計 ―   ―  

    
     

繰延税金負債    
 その他有価証券評価差額金 ―   △58 

繰延税金負債合計 ―   △58 

繰延税金負債の純額 ―   △58 

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

 

 
1 年以内 

1 年超 
2 年以内 

2 年超 
3 年以内 

3 年超 
4 年以内 

4 年超 
5 年以内 

5 年超 合計 

税務上の繰越

欠損金（※1） 
―  ―  ―  ―  ―  1,347,599 1,347,599 

評価性引当額 ―  ―  ―  ―  ―  △1,347,599 △1,347,599 
繰延税金資産 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

 

※1 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額であります。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
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（企業結合等に関する注記） 

 （共通支配下の取引等） 

  完全子会社の吸収合併 

   当社は、平成 31 年 2 月 1 日開催の株主総会の決議に基づき、当社の子会社である株式会社リオシー

を、平成 31 年 3 月 29 日付で吸収合併いたしました。 

１．取引の概要 

（１）結合当時企業及びその事業内容 

吸収合併存続会社 

名称 株式会社お金のデザイン 

事業内容 投資一任業、金融業等 

吸収合併消滅会社 

名称 株式会社リオシー 

事業内容 金融、投資及び資産運用に関するコンサルティング業 

（２）企業結合の法的形式 

     当社を存続会社とし、株式会社リオシーを消滅会社とする吸収合併方式 

（３）結合後企業の名称 

     株式会社お金のデザイン 

（４）取引の目的 

     当社グループ内のグループ経営を合理化して、事業の基盤を強化することを目的としておりま

す。 

 

２．実施した会計処理の概要 

   本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号平成 25 年 9 月 13 日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号平成 25 年 9
月 13 日）に基づき、共通支配下の取引として処理いたします。 

なお、当合併による影響は軽微であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

 

 

（セグメント情報等） 

セグメント情報 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月１日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

（１） 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ   

り、最高経営意思決定機関 が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものです。 

当社は、「投資運用業」を中心に事業活動を行っていますが、一部当社のノウハウを活かし

たコンサルティング業務も行っており、当該事業については「その他」として報告セグメン

トとしています。 

（２） 報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一です。報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値で

す。 

（３） 報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円 ） 

 投資運用業 その他 財務諸表計上額 

営業収益    

 外部への営業収益 119,096 24,600 143,696 
 セグメント間の内部営業収益

又は振替額 
―  ―  ―  

計 119,096 24,600 143,696 
セグメント利益又は損失（△） △1,183,260 12,600 △1,170,660 
セグメント資産 3,343,191 96,040 3,438,231 
その他の項目    
 減価償却費 27,630 ―  27,630 
 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
59,772 95,040 154,812 
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当事業年度（自 平成 30 年 4 月１日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（１） 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ   

り、最高経営意思決定機関 が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものです。 

当社は、「投資運用業」を中心に事業活動を行っていますが、一部当社のノウハウを活かし

たコンサルティング業務やシステム開発に伴う ASP サービスの提供などをスタートさせてお

り、当該事業については「その他」として報告セグメントとしています。 

（２） 報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一です。報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値で

す。 

（３） 報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円 ） 

 投資運用業 その他 財務諸表計上額 

営業収益    

 外部への営業収益 249,789 30,107 279,897 
 セグメント間の内部営業収益

又は振替額 
―  ―  ―  

計 249,789 30,107 279,897 
セグメント利益又は損失（△） △1,831,576 11,224 △1,820,352 
セグメント資産 7,262,990 230,996 7,493,986 
その他の項目    
 減価償却費 33,750 18,883 52,634 
 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
194,508 161,880 356,388 
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関連情報 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月１日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 
１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報で同様の情報を開示しているため記載を省略しております。 

 

２ 地域ごとの情報 

（１）営業収益 

本邦の顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益 90%を超えるため記載を省略しております。 

 

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90%を超えるため

記載を省略しております。 

 

３ 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

相手先 営業収益 関連するセグメント名 

東日本旅客鉄道株式会社 20,000 その他 

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月１日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報で同様の情報を開示しているため記載を省略しております。 

 

２ 地域ごとの情報 

（１）営業収益 

本邦の顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益 90%を超えるため記載を省略しております。 

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90%を超えるため

記載を省略しております。 

 

３ 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、

記載を省略しております。 
 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 
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（関連当事者情報） 

 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月１日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等の名

称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業内容 

議決権

等の所

有(被所

有)割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

法人

主要

株主 

シンプレク

ス株式会社 

東京都 

港区 

47,500
千円 

金融、投資及び資

産運用に関するコ

ンサルティング業

務、システム開発

業務 

被所有 

直接

9.62% 

役員の

兼任 

業務委

託 

システム

開発の業

務委託 

170,780 
未払

金 
21,438 

（注）１．取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件は、一般取引条件と同様に決定しております。 

３．取引条件は、両者協議の上、決定しております。 

 

（２）子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本

金 

又は 

出資

金 

事業内容 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

子会

社 

株式会社 

リオシー 

東京都 

千 代 田

区 

9,000
千円 

金融、投資及び資

産運用に関するコ

ンサルティング業 

所有直接 

直接

100% 

役員の

兼任 

業務委

託 

システム

開発の業

務委託 

11,650 ―  ―  

（注）１．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件は、一般取引条件と同様に決定しております。 

３．取引条件は、両者協議の上、決定しております。 

 

（３）役員及び個人主要株主等 

該当事項はございません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



34 

 

 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月１日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

該当事項はございません。 

 

（２）子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の

名称 
所在地 

資本

金 

又は 

出資

金 

事業内容 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残

高 

（千

円） 

子会

社 

株式会社

400F 
東京都 

港区 

2,000
千円 

ソフトウェアサー

ビスの企画・開発

及びメンテナンス

業 

所有直接 

100% 

役員の

兼任 

業務委

託 

資金の貸付 50,000 
短期貸付

金 
50,000 

利息の授受 503 未収利息 503 

費用の立替 20,568 立替金 326 

業務受託料 1,230   

（注）１．取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件は、一般取引条件と同様に決定しております。 

３．取引条件は、両者協議の上、決定しております。 

 

（３） 役員及び個人主要株主等 

該当事項はございません。 
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（1 株当たり情報） 

 前事業年度 

（自 平成 29 年 4 月１日 

至 平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 30 年 4 月１日 

 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

1 株当たり純資産額 0.00 円 0.00 円 
1 株当たり当期純利益金額 △4,174.69 円 △2,561.42 円 

（注 1） 潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

（注 2）   1 株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 前事業年度 

（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

純資産の部の合計額（千円） 2,464,523 6,089,205 

純資産の部から控除する金額（千円） 2,464,523 6,089,205 

うち A 種優先株式 ―  ―  

うち B 種優先株式 ―  ―  

うち C 種優先株式 957,660 ―  

うち D 種優先株式 1,506,862 389,242 

うち E 種優先株式 ―  5,699,962 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） ―  ―  

1 株当たりの純資産額の算定に用いられ

た普通株式数 
672,027 株 863,558 株 

（注 3） 1 株当たり当期純利益算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 前事業年度 

（自 平成 29 年 4 月１日 

至 平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 30 年 4 月１日 

 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

当期純利益（千円） △2,611,283 △2,075,774 

普通株主に帰属しない金額（千円） ―  ―  

普通株式及び普通株式と同等の株式

に係る当期純利益金額（千円） 
△2,611,283 △2,075,774 

期中平均株式数 625,503 株 810,402 株 

うち普通株式 201,500 株 201,500 株 

うち A 種優先株式 75,125 株 75,125 株 

うち B 種優先株式 154,691 株 154,691 株 

うち C 種優先株式 81,456 株 81,456 株 

うち D 種優先株式 38,839 株   74,972 株 

うち E 種優先株式 ―  138,375 株 

うち X 種優先株式 73,891 株 84,283 株 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後1株当たり当期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 15 種類（新株予約

権の数 29,318 個）。 
新株予約権 19 種類（新株予

約権の数 46,976 個）。 

（注 3） 当社の発行している優先配当株式は、普通株式より利益配当請求が優先的ではなく、残余財産
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の分配が普通株式より優先的な権利を有しております。そのため、1 株当たり当期純利益の算定

においては、普通株式と同様に取り扱っており、1 株当たり純資産額の算定においては、優先的

な取り扱いを反映しております。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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